
令和７年度 空き家空き店舗出店活用補助金 募集要項

倉吉市空き家空き店舗出店活用事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき、市内の空き

家、空き店舗を活用して新規出店を行うための家賃及び改装工事費の一部を助成します。

１ 補助対象事業

新規出店を行う事業として、以下のすべてを満たすものが対象です。

（１）開業する店舗が、小売業、飲食業、サービス業であること

（２）補助金を受ける年度内に工事が完了すること

（３）開業する店舗が、５年以上継続して営業をすることが見込まれること

ただし、次に該当する営業の場合は、交付を受けることができません。

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号。以下「風営法」とい

う。）第２条第１項第１号から第３号までに規定する営業（一般大衆向けに主として食事の提供を行

うものを除く）

・風営法第２条第１項第４号及び第５号（ゲームセンターを除く）

・風営法第２条第６項から第 10項までに規定する営業

２ 補助対象者

補助対象者は、市内の空き家又は空き店舗を購入あるいは賃借し、新規に店舗（支店等であるものを含

む。）を開設する者（移転の場合は市外からの移転に限る）をいいます。

ただし、次に該当する場合は、交付を受けることができません（出店者又は貸主が法人等の場合はその

代表者及び役員を含む。）

・出店者に市町村税の滞納があるとき

・出店者が貸主の経営する会社の役員のとき

・出店者が貸主と生計を一つにする者であるとき

・出店者が空き家又は空き店舗を購入した日から１年が経過するとき

３ 対象経費、補助率、補助限度額

補助事業 対象経費 補助率 補助限度額

家賃支援事業 店舗賃借料（出店した日が属する月から

12 月までのものに限り、敷金、礼金、共

益費等の店舗賃借料に付随して必要と

なる経費を除く）

３分の２ １月につき 28,000 円

店舗改装事業 工事費（出店者が空き店舗に出店し営業

するために資する基本的な内装及び外

装の改装並びに設計に要する経費）

２分の１ 倉吉市中心市街地活性化基本計画

における認定区域（以下、「認定区

域」という。）内の場合 100 万円、

認定区域外の場合 50 万円



＜倉吉市中心市街地活性化基本計画における認定区域（太枠内）＞

※認定区域の詳しい境界は「９ 問い合わせ先」までご確認ください。

４ 申込受付期間及び採択上限件数

【受付期間】

前 期：令和７年４月１日（火）から令和７年５月９日（金）まで

後 期：令和７年９月１日（火）から令和７年９月 30日（火）まで

その他：採択上限に達しなかったため、７月 31 日（木）まで随時受付とし、毎月末にまとめて審査を

行います。（予算枠に達し次第受付を終了することがあります。）

【採択上限件数（各事業毎）】

前 期：認定区域内５件、認定区域外２件程度

後 期：認定区域内３件、認定区域外１件程度

※申込受付状況により各採択上限件数が変更される場合がございます。

５ 申込方法

【提出方法】電子メール、郵送、窓口への持参のいずれかにより必要書類を提出してください。

・電子メールの場合：chukatsu@city.kurayoshi.lg.jp まで

※件名を「【申込】空き家空き店舗出店活用補助金」としてください。

・郵送 or窓口の場合：「９ 問い合わせ先」まで

【必要書類】

□ 申込書（要綱様式第１号）



□ 事業計画書（要綱様式第２号）

□ 収支予算書（要綱様式第３号）

【注意事項】

・書類に不備の無い状態で提出された時点で正式な受付とします。

・正式に受付された書類は返却しませんので、ご了承ください。

・交付決定は、申請者につき各事業年度内１件までとします。

・受付後であっても、予算の上限に達した場合等、採択されない場合があります。

６ 審査

（１）審査方法

申込受付期間終了後、書類内容を審査し、採択します。

審査の結果に関するお問い合わせには、一切応じかねますので、予めご承知おきください。

（２）審査基準

（３）審査結果の通知

採択・不採択の結果は、申込者全員に通知します。

７ 交付申請（採択後の手続き）

採択後、補助金交付申請の手続きをしていただきます。採択結果の通知で提出期限をお知らせします。

期限までに提出が無かった場合、採択を取り消す場合がございますのでご注意ください。

【提出方法】電子メール、郵送、窓口への持参のいずれかにより必要書類を提出してください。

・電子メールの場合：chukatsu@city.kurayoshi.lg.jp まで

※件名を「【交付申請】空き家空き店舗出店活用補助金」としてください。

・郵送 or 窓口の場合：「９ 問い合わせ先」まで

評価基準 判断基準

事業の実現可能

性

・起業の動機は明確か。

・実現可能な計画であり、事業の継続性が見込まれるか。

事業の市場性 ・ターゲットに適合した商品・サービスであるか。

・セールスポイントは、ニーズを掘り起こすことが可能か。

活性化への効果 ・市内の賑わい、来街者増につながる事業か。

・営業日、営業時間は適当か。



【必要書類】

（※１）倉吉市役所税務課（第２庁舎２階）で取得できます（手数料 300 円）。

８ 交付申請からお支払いまでのフロー

補助金交付申請

補助金交付決定 申請から概ね１週間以内

改装工事着手 交付決定前に着手した工事は補助対象外となりますのでご注意ください。

改装工事完了・現地確認 改装工事が完了しましたら、「９ 問い合わせ先」までご連絡くださ

い。市職員による現地確認を行いますので、立会いをお願いします。

実績報告書の提出 事業完了後（家賃支援事業の場合、３月分の家賃を支払い後）すみやかに

□実績報告書（倉吉市補助金等交付規則様式第３号）

□事業報告書（要綱様式第２号）

□収支決算書（要綱様式第３号）

□（家賃支援事業の場合）家賃の支払い実績のわかる書類

□（店舗改装事業の場合）改装工事の請求書及び領収書の写し

補助金額確定 実績報告後から概ね１週間以内

事業 必要書類

家賃支援事業 □ 交付申請書（倉吉市補助金等交付規則様式第１号）

□ 事業計画書（要綱様式第２号）

□ 収支予算書（要綱様式第３号）

□ 賃借契約書の写し

□ 市税の滞納がないことを証明するもの（※１）

店舗改装事業 □ 交付申請書（倉吉市補助金等交付規則様式第１号）

□ 事業計画書（要綱様式第２号）

□ 収支予算書（要綱様式第３号）

□ 改装工事に係る見積書の写し（２社以上のもの）

□（賃借物件の場合）改装工事に係る物件所有者の承諾書（要綱様式第９号）

□ 連帯保証書（要綱様式第 10号）

□ 誓約書（要綱様式第 11号）

□ 市税の滞納がないことを証明するもの（※１）

□（自己所有する物件の場合）登記事項証明書等自己所有の時期のわかる書類

家賃支援事業 店舗改装事業



補助金の請求

□補助金等支払請求書（倉吉市補助金等交付規則様式第４号）

□補助金等受入額調書（倉吉市補助金等交付規則様式第５号）

□振込口座の通帳の写し

指定口座へお支払い 請求から概ね２～３週間以内

９ 問い合わせ先

〒682-8633 倉吉市堺町２丁目２５３－１

倉吉市役所経済観光部しごと定住促進課（第２庁舎３階）

電話：0858-22-8129 メールアドレス：chukatsu@city.kurayoshi.lg.jp

※窓口受付時間：土・日・祝日を除く午前８時 30分から午後５時 15分まで


